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道路特定財源暫定税率堅持に関する要望  
 
 

  九州・山口地方の社会・経済活動の活性化や産業の振興を図り、自律的 
かつ一体的な発展を図るためには、各地域を有機的に連携することにより 
地域間格差を解消し、産業の集積や観光資源の活用を促進する「循環型の 
高速道路ネットワーク」の早期形成が必要不可欠である。 
また、暮らしの安全・安心を確保するためには、通学路の整備、交通安 
全や防災対策など生活に密着した道路の整備を着実に進めるとともに、こ 
れらを適切に維持管理していかなければならない。 
特に、当地域においては、我が国を支える自動車・半導体関連産業など 
の集積が進むとともに、農林水産業などの食糧基地としての役割を担う一 
方で、高速道路をはじめとした道路整備は不十分な状況である。 
  このような中、真に必要な道路整備を計画的に進めるため、今後１０年 
間を見据えた道路の中期計画（素案）が示された。この計画が着実に実行 
されるためには安定的な財源確保が必要であり、道路特定財源諸税に関す 
る現行の税率水準を維持する関連法案が提出されたところである。 
仮に、道路特定財源の暫定税率が廃止された場合や法案の年度内成立が 
遅れた場合は、下記のように地方財政はもとより住民生活や地域経済への 
甚大な影響が懸念される。また、ガソリン税等の税率水準の引き下げは、 
地球温暖化防止のため石油消費抑制に取り組む世界的な環境政策の流れに 
も逆行するものである。 
  道路は、地域の自立と活力を維持し、安全・安心を確保するための最も 
根幹的な社会基盤であり、その財源は安定的に確保されなければならな  
い。関係各位におかれては、地方の貴重な財源について地方公共団体や地 
域の暮らし、経済に与える影響を真摯に直視し、本年度内に当該法案を確 
実に成立させ、暫定税率を堅持されるよう強く要望する。 

 
１．地方財政運営を直撃する 
 
  道路特定財源の暫定税率と地方道路整備臨時交付金の制度が廃止された 
場合、九州・山口地方の税収等の減は約２，５００億円と試算されるが、 
危機的な財政状況のもと財政健全化に積極的に取り組んでいる中にあって、 
これらの減収を補う余裕は全く無く、結果として、道路建設の中止や日常 
の維持管理への支障のみならず福祉や教育などの施策へも影響を及ぼすこ 
とにもなりかねない。 

 
２．住民生活が混乱する 
 
  ガソリン価格に一時的な価格低下が発生し、買いだめに伴う不適切な管 
理による防災面での危惧など住民生活に大きな混乱や不安が生じることが 
懸念される。 



３．地域経済へ深刻な影響を及ぼす 
 
道路投資の減少は、九州・山口地方における第二次産業の総生産額の 
６％に当たる８千億円の影響があると推計されるところであり、景気回復 
が遅れている九州・山口地方の地域経済への深刻な影響が懸念される。 

 
 ４．住民生活やまちづくりに重大な影響を及ぼす 
 
   住民生活を支える身近な道路整備や歩道設置、路面の補修などの予算が 
不足し、自動車交通に依存する地域の安全・安心の確保並びに鉄道高架化、 
区画整理事業等まちづくりに必要な取り組みに重大な影響を及ぼす。 

 
 ５．広域的な地域づくりの展望が描けなくなる 
 
   広域的な道路整備が中断・遅延することにより、九州・山口地方の自律 
的な発展に向けた企業立地や産業振興、さらには広域観光の振興に取り組 
む地域づくりの中期的展望が描けなくなり、地域の活力を衰退させる。 
 加えて、ハイテク製造業等の発展を阻害し、ひいては諸外国との熾烈な 
競争に遅れをとることにもなりかねない。 
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